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はじめに―問題意識と課題―

　教科は、学校で教え、学ぶという営みを前提に、制
度としてのカリキュラムの中で定義された、固有の目
標に基づいた知識や実践の領域である。したがって、
学校教育における教科の枠組みは、個別の学問領域や
知識の社会的応用領域とは「関連しているが異なって
いる」（Deng, 2013）ものとして把握される必要があ
る。このようにとらえるとき、固有の目標や内容を設
定し、教科の枠組みを成立させる際の基準が問題とな
る。
　城丸章夫は、「公立学校における教育内容の決定は、
政治的決定という社会的性質をもっているからこそ、
それは非政治的決定にたえず転化しようとします。ま
た、非政治的決定となることによって、教育的決定と
なります」と指摘している（城丸、1974, pp. 209-210）。
城丸が指摘するように、教育内容の決定は、本質的に
政治的であるために、「教育的決定」という形で非政治
性が常に装われるのである。
　カリキュラム・ポリティクス研究は、この教育内容
が設定される基準を社会の政治構造と結びつけて明ら
かにしてきた。どのような学習を教科の目標として設
定し、どのような内容を教科内容とするかを決定する
ことは、可能な選択からある目標や内容を排除するこ
とでもある。教科とは何か、それは何を根拠に成立す
るかという問いは、政治性の視点から考えると、社会
の既存の権力関係が反映するものとして理解されるの
である。
　しかし、こうした教科の枠組み、教科内容の政治性
を明らかにしてきたポリティクス研究の蓄積は、必ず
しも先の城丸の指摘を発展させる方向へと展開してい
るとは言えないのではないか。つまり、教科内容の決
定が政治的決定であることを前提に、どのような政治
的決定の仕方があり得るかを検討していかなければな

らないが、その決定のあり方についての原理的な検討
は立ち後れている現状が存在している。
　教育課程には、国や地方自治体などが行う政策とし
ての教育課程、学校の教育課程、個々の教師の教育活
動計画としての教育課程という三つのレベルが存在し
ている（城丸、1992）。このうち、学校レベルや個々の
教師レベルの教育課程については決定主体が明確であ
り、自主編成の実践的な蓄積もある。しかし、政策と
しての教育課程については、誰がそれを決定できるの
かという点において日本の制度は実は曖昧である。例
えば、学習指導要領改訂の基本枠組みを方向付けるの
は中央教育審議会の答申であるが、法令上、中教審の
位置づけは重要事項を調査審議し、文部科学大臣に意
見を述べることと規定されている（1）。そして、「学校教
育法施行規則」第52条には、「小学校の教育課程につ
いては、この節に定めるもののほか、教育課程の基準
として文部科学大臣が別に公示する小学校学習指導要
領によるものとする」と規定されている。すなわち、
制度的な規定としては、中教審の答申と文科大臣の決
定の間には何ら拘束的な関係はなく、学習指導要領と
いう政策としての教育課程を決定できるのは、時の国
会の多数派から選出される大臣という仕組みになって
いるのである。これは、教育課程の政治的中立性を安
定的に維持していくシステムとしては、非常に不安定
である。
　日本では、教科内容の編成原理をめぐっては多くの
論争の中で充実した研究が蓄積されてきた。例えば、
教育内容の現代化は、何を教科内容とするかにおい
て、学問の構造を基準とした。しかし、どの学問的立
場を選択するか（科学の複数性／政治性への視点）と
いう問題やその「決め方」についてのまなざしは弱
かった（子安、1999, pp. 134-136）。他方、先述した城
丸（1974）は、教育課程の決め方として、「民主主義の
下での教育内容の統制の原理は、多数決原理の外に求
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められねばなりません」（pp. 226-227）として、教育
内容の民主的統制を主張した。城丸は、制度レベルの
教育課程については、教育内容の大綱性を強調し、そ
の決定は、「国民の各階級・各階層の団体、各種の専門
家の団体、教育者の団体等から民主的な手続きを経て
選ばれた代表たちの会議によっておこなうのがよい」

（p. 235）としている。そして、個別教科の内容をどの
ような基準で選ぶかについては、教育内容を科学的に
決定する前提として、社会的必要性を政治的過程とし
て明らかにすることを主張している（pp. 237-239）。
　城丸の提案を引き取りながら、子安潤は、科学的な
真理・真実として信じられてきたものの政治性が明ら
かにされてきた現代においては、その政治性を捉え直
す作業の中にこそ、社会的マイノリティを含んだ合意
形成が可能になると指摘する（子安、2009）。
　課題となっているのは、教育課程が構築され、遂行
されていくプロセスは政治的であることを前提とした
上で、その権力関係が偏らないプロセス、すなわち教
育課程決定の政治的中立性をどうシステムとして確立
していくかである。この点で興味深いシステムを実践
してきたのがオーストラリアである。伝統的に中央と
地方との分権体制を採り、学校教育においては各学校
単位の決定権限を重視してきたオーストラリアでは、
教育課程の決定においても多様な権力関係が反映され
る仕組みを構築してきた。
　そこで本論文では、以上のような問題意識から、政
策としての教育課程をめぐる政治性の構築／再構築を
めぐって、日本とは異なるシステムの有り様をオース
トラリアにおけるナショナル・カリキュラムの導入・
展開過程を手がかりに考察する。特に新たな教科とし
て導入された「市民科（civics and citizenship）」に着
目し、この教科がどのような根拠によって構想された
か、その際にどのような政治性が働いていたのか、ま
た市民科カリキュラムが展開していくことでどのよう
な政治性の広がりが期待されているのかを検討してい
く。以下ではまず、オーストラリアにおける教科およ
び教科内容を決定する従来の制度や近年の新たな動き
について概観し、その変化の意味を検討する。次に、
ナショナル・カリキュラムにおける市民科を取り上げ、
その教科内容の政治性を分析する。最後に、市民科を
カリキュラム形態の政治性という視点から分析する。

１．�オーストラリアにおけるカリキュラム・ガ
バナンス―決め方の政治性―

　まず、オーストラリアにおいて「学校で何を教える
か」という問題がどのように議論されてきたか、その
変遷や制度の概要を押さえておく。
　オーストラリアは、6つの州と2つの特別地域（準州、
首都特別地域）（本論文では、準州・特別地域も含めて

以下州政府と記す）からなる連邦制国家である。1900
年に制定されたオーストラリア憲法第51条では、連
邦政府と州政府の権限配分が規定されており、初等・
中等教育については州政府の権限に属するものとされ
てきた。したがって、教科の設定およびその内容は州
政府ごとに異なってきた。しかし他方では、このよう
な制度があるが故に、国家として共通に教えるべき知
識は何かという議論もなされてきた（2）。こうした議論
は、連邦政府と各州政府の代表から構成される全国規
模の審議会においてなされ、各州政府への教育政策提
言として発表されてきた（青木、2014）。
　各州では、それらの提言を全く無視することはでき
なかったが、あくまで教育課程政策については、それ
らを踏まえて各州政府によって決定されるものとされ
ていた。特に州としての教育課程の決定を担ってき
たのは、州政府から独立したカリキュラム・セクショ
ンである。オーストラリアでは、カリキュラムの実施
過程において誰がどこまで決定できるのかが明確にさ
れていることが各州に共通する特徴の一つである。初
等・中等教育に責任を持つ州政府は、学校教育の目標
やカリキュラム・フレームワークを決定する。そうし
たカリキュラム・ポリシーを踏まえながら、具体的な
教科内容や評価方法を決定し、その実施に向けた教師
のプロフェッショナル・デベロップメントを行い、学
力調査を実施する機関がカリキュラム・セクションで
ある。教科内容は、「シラバス（syllabus）」として示さ
れる。そして、シラバスに即してカリキュラムをつく
るのが学校の役割となる。ルーク（Luke, A.）は、シラ
バスを「教科の公的なマップ」（Luke, Wood and Weir, 
2013, p. 10）と定義し、カリキュラムそのものではな
く、教え、学ばれるべき、核となるスキルや知識、能
力を示したガイドラインだとしている。オーストラリ
アにおいて、シラバスは、学校カリキュラムを編成す
るための大綱的な枠組みとして位置づけられている。
　カリキュラム・セクションという呼び方は現地での
通称であり、各州で組織の名称は異なる。ここでは、
クイーンズランド州（以下QLD州）の「クイーンズ
ランド州学習局（Queensland Study Authority、以下
QSA）」を例に説明する。QSAは、「教育法（クイー
ンズランド州学習局）2002」に法的な設置根拠を持つ
機関であり、同法には、QSAの仕事内容（シラバス
の作成、評価、教師の職能開発等：8条）、州政府と
QSAとの関係規定（教育内容への不介入など：22、23
条）、メンバー構成（25条）が定められている（State 
of Queensland, 2002）。QSAには、州教育大臣の政策方
針に従う義務が定められ、政府に諮問された事項に対
する報告の提出義務が課されているが、政府は各教科
の内容に関しては介入してはならないと同法で規定さ
れている。また、QSAの委員構成についても、州立学
校、カトリック系学校、独立学校という設置主体の異
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なる学校が存在する状況を反映し、各団体の代表者か
ら構成されることが規定されている（表1）。以上のよ
うに、QSAは、教科内容という政治的・文化的な利害
が絡む決定事項について権力関係の均衡を図る意図で
設置されており、学校で教える内容に特定の政治的・
文化的立場のみが強く反映されないようにする仕組み
だと言える。従来の制度枠組みにおいては、政策とし
ての教育課程決定に関しては、連邦政府と州政府の政
治的合意、それらと各州のカリキュラム・セクション
との政治的合意によって決定されてきたのであり、そ
の意義は、カリキュラムの決定における権力関係のバ
ランスをとるシステムという点にあった。
　しかし、「メルボルン宣言（Melbourne Declaration）」

（MCEETYA, 2008）によってナショナル・カリキュラ
ムの導入が決定され、このシステムは変化してきてい
る。それは、単に全国統一のカリキュラムが成立した
という問題にとどまらず、カリキュラムのガバナンス
の変化をもたらした。以下ではどのように変化したの
か、ナショナル・カリキュラムの導入過程にも触れな
がら説明する。
　2000年代に入ってから、学校カリキュラムは、各
州、各学校レベルから連邦レベルへと議論の場を移し
てきた。連邦政府が教育課程政策、教育内容、評価方
法等に関する議論を主導するようになってきたのであ
る。ナショナル・カリキュラムを策定する動きは、1980
年代末頃からたびたび議論には挙がるものの、州の権
限を重視する保守政党の抵抗の中で実現することはな
かった。こうした状況を変えるのがハワード保守政権

（1996-2007年）である。ハワード政権は、カリキュラ
ムのスリム化、ナショナル・アイデンティティの強化
を主張し、特に英語科カリキュラムの変更（文法、綴

り指導の重点化）、歴史科のナショナル・カリキュラム
導入を図ろうとしていた（Snyder, 2008）。
　ハワード政権によるナショナル・カリキュラムは実
現しなかったが、次に政権に就いたラッド労働党政権

（第一次2007-2010年、第二次2013年）は、公約通り
その策定に動き出す。ラッド政権下のナショナル・カ
リキュラムの基本路線を示したのが、2008年の「メル
ボルン宣言」である。そこでは、グローバル社会の実
現に向けた世界水準のカリキュラムと評価の促進が提
起された。保革の政治的イデオロギーの違いがありな
がらも、ナショナル・カリキュラム実現において二大
政党が共通する姿勢を示している背景について、藤川
は、グローバリゼーションの進展が国民統合のアイデ
ンティティ強化政策において保守勢力と労働党との政
治的妥協を導いたと分析している（藤川、2015）。
　ナショナル・カリキュラムの策定作業は、2008年
に設置された「ナショナル・カリキュラム委員会

（National Curriculum Board）」が担うこととなった。
その後、「オーストラリア・カリキュラム評価報告機
構（Australian Curriculum, Assessment and Reporting 
Authority、以下ACARA）と改称している。ACARA
の委員会のメンバー構成は、連邦政府と各州政府の教
育大臣、カトリック系学校組織、独立学校の全国組織
から指名された13名で構成されることが、この組織
の設置法に規定されている（3）。こうしたメンバー構成
は、ナショナル・カリキュラムを開発する上での利害
のバランスをとることが意図されてはいる。しかし、
先述したQSAの委員会のメンバー構成と比較すると、
多様な立場による政治的合意が形成されるメンバー構
成とは言えない。
　就学前から第10学年（F-10）のナショナル・カリ
キュラムでは、9つの学習領域が設定され、それらを21
の教科として具体化している。2010年に第1ステージ
として英語、数学、科学、歴史のカリキュラムが発行
され、その他の教科についても順次発行されている。
その実施スケジュールは、各州に委ねられており、各
州のカリキュラム・セクションは、各教科のナショナ
ル・カリキュラム発行を受けて順次実施している（4）。
　オーストラリアにおいて、以上のようなナショナ
ル・カリキュラムの成立と展開は何を意味するのか。
それは、政策レベルの教育課程を誰がどのように決定
できるのか、というカリキュラムのガバナンスの変化
である。先述したように、ナショナル・カリキュラム
成立以前は、各州のカリキュラム・セクションが全国
規模の教育政策提言を踏まえながら自律的に教科及び
その内容を設定していた。そして、それは「シラバス」
という大綱的な基準として学校に示された。ナショナ
ル・“カリキュラム”という表現は、「シラバス」と

「カリキュラム」を使い分けてきたオーストラリアにお
いては重要な意味を持つ。それは、連邦レベルがどの

（表１）QSAのメンバー規定

•　委員長（教育大臣の指名）1名
•　 ク イ ー ン ズ ラ ン ド 独 立 学 校 協 会（Association of 

Independent Schools Queensland; AISQ）から1名
•　 クイーンズランド・カトリック学校委員会（Queensland 

Catholic Education Commission; QCEC）から1名
•　 高等教育フォーラムから2名（うち1名は高等教育入試に

専門的知識を持つ人）
•　 保護者代表2名（1名は「保護者・市民の連合協議会 

（Queensland  Council  of  Parents’  and  Citizens’ 
Associations）」代表、もう1名はカトリック系の学校ある
いは独立学校の保護者代表）

•　 小学校長1名と中等学校長1名（うち1名は州政府主席行
政官からの指名、もう1名はAISQとQCECからの指名）

•　 小学校教師1名と中等学校教師1名（校長除く）（うち1名は
州政府主席行政官からの指名、もう1名はAISQとQCEC
からの指名）

•　クイーンズランド州教員組合代表から1名
•　クイーンズランド州独立学校教員組合から1名
•　 州教育省の職業教育・訓練部門から教育大臣による指名1

名
•　 教育大臣指名の専門家3名（特別教育の専門家、アボリジ

ニ・トーレス海峡島嶼民教育の専門家、産業界の代表）
•　教育大臣による指名1名（その他）
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ような教科設定で何をいつ教えるか（カリキュラム）
を決定し、州政府と学校にその実施を求める構造に変
わったことを意味している。例えば、先述したQSA
は、ナショナル・カリキュラムの導入を受け、2014年
に組織名称を「クイーンズランド州カリキュラム・評
価局（Queensland Curriculum Assessment Authority, 
QCAA）」に変更しているが、その規定法において、州
シラバスの作成が役割の項目からなくなった（State of 
Queensland, 2014）ことがそれを示している。

２．�ナショナル・カリキュラムにおける教科内
容の政治性―市民科を例に―

　カリキュラム・ガバナンスの変化によって、連邦政
府のカリキュラム・ポリシーが直接的に学校カリキュ
ラムに影響力を与えるシステムに変わりつつある。こ
こでは、まずナショナル・カリキュラムがどのような
原理によって構成されているのかを概観した後、その
内容面にどのような政治性が現れているのかを市民科
を例に検討していく。
　ナショナル・カリキュラムは、学習領域（learning 
area）、汎用的能力（general capabilities）、カリキュ
ラム横断的優先事項（cross-curricular priorities）（以
下、優先事項）（表2）の三つの軸で構成されている

（ACARA, 2012）。汎用的能力と優先事項は、教科とは
別立ての領域ではなく、各教科の内容を通して学ぶこ
とになる。各教科の記述には、原理的説明（rationale）、
目標、各学年の内容（キーとなる問い、概要的内容と
詳細な内容）、学年ごとの達成基準が示されている。教
科内容の記述には、個々の内容ごとにそれが汎用的能
力や優先事項のどれに該当するのかが示されている。
　表2に挙げられた項目を見ると、汎用的能力は、
OECDの提起するキー・コンピテンシー（ライチェ
ン・サルガニク、2006）やATC21sの提起する「21世
紀型スキル」（グリフィン、マクゴー、ケア、2014）に
類似しており、経済のグローバル化が進むなかで重要
視されている諸能力が掲げられている。他方、優先事
項には、オーストラリアの国内的な重要課題が挙げら
れている。2007年に誕生したラッド労働党政権がアボ
リジニへの公的な謝罪と和解政策を進めてきたこと、
オーストラリア経済の中心がアジアに置かれているこ
と、環境問題を多く抱えることなどが優先事項の背景

となっている。したがって、ナショナル・カリキュラ
ムにおける教科内容とマクロなレベルの社会的要請を
つないでいるのが、汎用的能力であり優先事項である
と言える。
　次に、市民科の目標や内容構成を検討しながら、こ
の教科が設置された背景や目指す市民性とその政治性
を明らかにする。ナショナル・カリキュラムにおいて
市民科の設置を強く方向付けたのは、連邦政府と各州
大臣からなる審議会が国家教育目標として提示した

「メルボルン宣言」において、「成功する学習者」「自信
に満ちた創造的な個人」「活動的で知識ある市民」の育
成が目標として掲げられたことである。この宣言にお
いて、「活動的で知識ある市民」とは、以下のような性
格を持つ存在であるとしている（MCEETYA, 2008, p. 
8）。

　・　モラルと倫理的誠実さを持って行動する
　・　 オーストラリアの社会的、言語的、宗教的多様

性を認識し、オーストラリアの政府組織、歴史、
文化を理解している

　・　 先住民族の文化の価値を理解し、認めている、
さらに先住民と非先住民との和解に貢献し、ま
たそこから集団的な幸福を引き出す知識とスキ
ルと理解を持っている

　・　 民主主義や公正、正義の国家的価値に貢献し、
オーストラリアの市民生活に参加する

　・　 多様な文化、特にアジア諸国とアジアの文化に
関与し、文化を超えたコミュニケーションを図
ることができる

　・　 自然環境や社会環境を維持し、改善するという
共通善のために働く

　・　責任のあるグローバルでローカルな市民

　これらが市民科の目標や内容にどのように反映して
いるか見ていきたい。市民科カリキュラムの冒頭に
は、「原理的説明」として次のような記述がある（5）。

　 　市民科の本質は、オーストラリアの民主主義に参
加し、それを支える活動的で知識ある市民になるこ
とを促すことにある。市民科を通して、生徒は政治
的・法的システムを調査し、現代社会における市民
性、多様性とアイデンティティの性質について探究
する。

　この規定にあるように、市民科は、民主主義を学び、
実現する主体の形成を意図して設置されている。この
規定を根拠に市民科では大きく二つの目標が設定され
ている。一つは、オーストラリアの政治制度を理解す
ることである。もう一つは、オーストラリア社会に生
きる人々の多様性を理解することである。

（表２）

汎用的能力
リテラシー、ニューメラシー、ICT技能、
批判的・創造的思考、倫理的理解、異文
化間理解、個人的・社会的能力

カリキュラム 
横断的優先事項

アボリジニとトーレス海峡島嶼民の歴
史・文化、アジアおよびオーストラリア
のアジアとの関わり、持続可能性
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　これら二つの目標を達成するため、市民科の教科内
容は二つの柱から構成されている（表3）。一つは、「市
民的知識と理解」であり、これは「政府と民主主義」、

「法と市民」、「市民性、多様性、アイデンティティ」の
三つの領域で構成される。もうひとつは、「市民的スキ
ル」であり、「問いを立て、リサーチする」「分析、総
合、解釈」「問題解決と意思決定」「コミュニケーショ
ンと省察」の四つがあげられている。ナショナル・カ
リキュラムには、この構成に沿って各学年の内容が記
述されている。そして、先述したように、各々の内容
には、それがどの汎用的能力や優先事項に対応するも
のかが示されている。
　教科内容と優先事項との関係で見ると、知識内容に
おいて、「市民性、多様性、アイデンティティ」の内容
を中心に先住民は取り上げられる一方、移民やその文
化の多様性については直接的に触れてある部分がほと
んどない。移民の文化的多様性を中心とする多文化教
育を推進してきたオーストラリアの教育からは大きく
後退していると言ってよい。それは、優先事項に先住
民族の歴史・文化の問題は挙げられているが、移民や
その文化的多様性の問題としては挙げられていないこ
とと関係している。
　この問題は、市民科ナショナル・カリキュラムだ
けではなく、現在のオーストラリアにおける市民性
のとらえ方が強く影響している。1945年の移民省

（Department of Immigration）設置以来、移民問題の
管轄省には「エスニック」「多文化」の名称が付けら
れてきた。しかし、2007年に当時のハワード保守政
権により「移民シティズンシップ省（Department of 
Immigration and Citizenship）」に改組・改称された。
また、同年10月からはシティズンシップ・テストが
導入され、オーストラリアに帰化し、市民権を獲得す
るためにこのテストに合格することが必須となった。
テストは、オーストラリアの民主的信条（democratic 
beliefs）、権利と義務、政府組織と法体系に関する設

問で構成され、簡単な英語能力を試すとともに、オー
ストラリア市民としての誓約という性格を持つ内容と
なっている（関根、2011）。関根政美は、シティズン
シップ・テストによって示されているオーストラリア
人として知らなければならない基本的事実や価値自体
は妥当なものだが、そこには移住者の言語や文化の尊
重についてほとんど触れられていないと指摘している

（関根、2009）。確かに、オーストラリア連邦政府がシ
ティズンシップ・テスト対策用に発行しているブック
レットを見ると、「オーストラリアとその人々」とい
う項目で先住民族と最初の入植者については触れてい
るものの、移民や多文化主義については記述がない

（Common of Australia, 2014）。
　また、先住民族の扱い方についても、文化やアイデ
ンティティ、慣習法などの問題として取り上げられる
のみで、オーストラリア社会を構築していく権利主
体、政治的市民として先住民の問題を取り上げる姿勢
はない。例えば、先住民族の文化やコミュニティの視
点から現行の法制度、政治制度を作りかえるような視
点はないのである。
　教科内容と汎用的能力との関係で見ると、市民科に
は他の教科と比べてかなり多くの汎用的能力の形成が
強調されている。リテラシー、批判的思考、個人的・
社会的能力、倫理的理解の項目がほとんどの内容に位
置づけられている。
　TudballとHenderson（2014）は、「メルボルン宣言」
とそれを受けて成立した市民科カリキュラムが政治と
経済の国家的利害を中心においていると指摘している
が、以上のように市民科の教科内容における優先事項
と汎用的能力の力点のおき方にそれが現れている。す
なわち、先住民族との和解政策の影響が見られるもの
の、それは文化やアイデンティティの問題にとどめ置
かれ、社会構築／再構築への参加という視点にはなっ
ておらず、グローバリゼーションへの対応とそのなか
での国民統合という課題が市民科の教科内容を強く規

（表３）市民科内容の構成

市
民
的
知
識
と
理
解

政府と民主主義 オーストラリアの民主主義、人々がオーストラリアの統治システムにおいて果たす役
割、プロセス、主要な機関について学ぶ

法と市民 オーストラリア市民の法的権利と義務、法の制定など法システムについて学ぶ

市民性、多様性、アイデンティティ
オーストラリア市民としての共有された価値について学ぶ。ユダヤ－キリスト教の伝
統、多文化、多信仰社会としてのオーストラリアの多様性、何がアイデンティティを
形成しているか

市
民
的
ス
キ
ル

問いを立て、リサーチする 自らが生活する社会について問いを投げかける。オーストラリアの政治的・法的シス
テムを探究するため幅広い情報元を確認し、調査する

分析、総合、解釈 批判的思考を適用し、別の視点を説明する

問題解決と意思決定 協働で活動し、課題を解決するために方略を練り、実行への計画を立てる

コミュニケーションと省察
教科固有の言語を使用しながら市民に関連するトピックや論点についての根拠に基
づいた考えや視点、議論を提示する。生徒自らの文化的アイデンティティ、同期、価
値づけや行動を振り返る。
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定しているとみることができる。国民統合のシステム
として、多文化主義が後退し、シティズンシップ形成
が中心に位置づけられ始めたことが、市民科設置の政
治的背景の一つであると言える。

３．市民科カリキュラム形態（form）の政治性

　以上のように、オーストラリアにおいて現在進行中
のカリキュラム改革は、教科の設定のされ方、教科の
内容面において国家の支配的利害が強く反映してい
る。これらに埋め込まれた政治性はどのように遂行
されていくのか？その遂行過程を方向付けるものとし
て、カリキュラム形態に着目してみたい。
　カリキュラム形態とは、学校で何を教えるか（カリ
キュラム内容）を記述する際のカテゴリーや概念構造
を意味し、教科内容をどのように組織し、実行するか
についての記述の様式（フォーマット）である（Luke, 
Weir, & Woods, 2008, p. 9）。たとえば日本の学習指導
要領でいえば、各教科およびその他領域の記述は、教
科・領域全体の目標―各学年の目標及び内容・内容の
取り扱い―指導計画の作成と内容の取り扱いという
フォーマットで統一的に構成されている。これがカリ
キュラム形態である。アップル（Apple, M. W.）は、こ
の記述が強く規定されることによって、教師が特定の
授業プランの実行のみが期待される役割にされてしま
うプロセスを教師の脱技能化と再技能化と呼んでいる

（アップル、1992）。すなわち、カリキュラムをどのよ
うに記述するかというフォーマットの問題は、その教
科内容に埋め込まれた政治性をどのように遂行してい
くかという問題と結びついているのである。
　オーストラリアのルークらは、カリキュラム・ポリ
ティクスの批判的分析が内容面に重点を置いてきたこ
とに対し、カリキュラム形態の批判的分析の必要性を
強調している（Luke, Woods, & Weir, 2013）。市民科
カリキュラムを形態という点から見るとき、教科内容
の政治性がどのように遂行されることが目指されてい
るのだろうか。
　ナショナル・カリキュラムにおける市民科の記述は、
最初に教科全体の概要が述べられ、市民科の原理的説
明（教科の趣旨説明）、目標が記載されている。その
後、各学年の内容が記述される。表4は、6学年の記述
である（一部省略）。
　冒頭には、6学年の学習内容の概要や留意点が述べ
られている。カリキュラム形態として注目すべき特徴
は、学校や教師レベルでの決定の裁量が確保される記
述の仕方である。下線（1）として示したように、ここ
に記載されている内容の教える順序や詳細は、学校や
教師レベルで自由にして良いとされている。また、下
線（2）のように、教える内容のベースとなっている問
いが明示してある。これは、内容欄に記述してあるこ
とをくまなく教えればいいという理解でなく、本質的
な問いを教師に意識させ、多様な単元設定の余地を保

（表４）6学年　ナショナル・カリキュラムにおける市民科内容の記述※１

　6学年のカリキュラムは、州や連邦議会、裁判制度など、オーストラリアの民主的政府の主要組織についての学習を提供する。生
徒はどのように州や連邦の法律が議会制度の中でつくられるかを学ぶ。また生徒は、オーストラリアの市民性を吟味し、市民である
ことが有する権利と責任を省察する。そして、人々がグローバル市民として持つ義務を探究する。（中略）

（1）これらが教えられる順序や詳細については、カリキュラムを編成する際の決定による。

（2）○キーとなる問い
生徒の市民的知識や理解、スキルを促す基本枠組みは、次のような問いに基づいている：
　•　オーストラリアにおける異なるレベルの政府（連邦、州、地方）の役割と責任は何か？
　•　オーストラリアにおいて法律はどのように発展したか？
　•　オーストラリア市民であるということはどういうことか？

内容※2

市民的知識と理解：市民性、多様性、アイデンティティ

（3）詳細な内容（elaboration）

・ 誰がオーストラリア市民になれるのか？ 
形式的な権利と責任、オーストラリア市
民の共有される価値

（以下1項目省略）

・どのようにオーストラリア市民になれるのかを調べる
・ オーストラリアの市民性を特徴付ける価値と態度を探究し、オーストラリア市民とし

ての約束について議論する。
・オーストラリア市民の権利と責任を整理する
・オーストラリアに移住し、市民権を取得した人の経験から学ぶ

○6学年の達成スタンダード
　6学年が終わるまでに、生徒は、オーストラリアの民主主義を支える主要機関や政府のレベル（連邦、州、地方）の目的を説明す
る。また、生徒は、オーストラリア市民であるとはどういうことか、どのように人々はグローバル市民として参加することができる
かについて説明する。
　リサーチを進める中で、彼らが生きる社会を研究するため、生徒は問いを発展させ、異なる情報を集め、分析する。行為を計画す
る際、生徒は異なる視点や問題への解決策を確認する。生徒は、適切な資料や市民性に関する用語や概念を使用しながら、自らの考
えや視点を発展させ、表明する。

※1　表中のカッコおよび下線は筆者
※2　内容は、表3に示した内容すべてについて学年毎に記述されているが、ここでは抜粋で示す。
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障するものである。内容の記述に関しては、それぞれ
の項目（表3参照）について、教えるべき内容をまず
示し、それに対応する学習活動レベルまで踏み込んだ

「詳細な内容」（下線3）を示すという形になっている。
しかし、あくまでこれは一例としての位置づけにすぎ
ず、教師が準拠すべきは示された教科内容であるとさ
れている。
　教科内容の政治性について指摘したように、ナショ
ナル・カリキュラムの市民科には、移民、多文化主義と
いった内容が盛り込まれていないという問題がある。
これは、オーストラリアの社会統合の土台にある政治
性が変化したことによる。他方、カリキュラムの形態
に着目すると、教科内容として取り上げられた内容に
ついては、単元構成や教材選択において学校や教師に
裁量をもたせた記述フォーマットになっている。これ
らが意味するのは、学校レベルのカリキュラムを決定
する権限が教師に保障されているということである。
すでに見てきたように、オーストラリアでは、ナショ
ナル・カリキュラムの導入により、政策レベルのカリ
キュラムを策定するプロセスが中央集権的になるとと
もに、カリキュラムをめぐる多様な利害関係者を代表
する仕組みが後退してきているのが現状である。しか
し、教育内容を決定するのは、政治的多数派（政権党）
とは異なる組織（ナショナル・カリキュラムの場合は
ACARA）であるという点は維持されている。さらに、
学校レベルのカリキュラムの決定主体は教師であると
いう点は、教育の中央管理体制を強化しようという動
向の中でも維持されている。
　オーストラリアのこうした取り組みは、学習指導要
領という法的拘束力を持つナショナル・カリキュラム
に強く統制されている日本の学校教育に対して、異な
る教育内容決定の制度設計の可能性を示唆するモデ
ルであるが、日本の教師と同様の課題にも直面して
いる。アップルがかつて指摘したような、教師の脱技
能化を促すシステムが、ナショナル・カリキュラムの
実施体制と並行して進行している現状があるからであ
る。
　その一つは、授業の“パッケージ化”という問題で
ある。ナショナル・カリキュラムはウェブサイトでの
公開を基本としているが、そのサイトでは、各教科
内容の記述に授業資料や教材のデータベースサイト

（Scootleと名づけられたサイト）へのリンクが貼り付
けてあり、国内の教師であればログインして利用する
ことができるようになった（6）。QLD州では、これに加
えて、2013年にCurriculum into the Classroom（C2C）
というデータベースサイトを立ち上げ、Scootle同様
に教科や学年、カリキュラムの優先事項をクリックし
ていくだけで授業プランが表示されるようになってい
る。しかもこのサイトは、カリキュラム・セクションで
あるQCAAではなく州教育省のウェブサイトに掲載

されている。もちろん、このシステムの使用は義務で
はなく、市民科だけを対象としているわけではない。
また、市民科の実施は、昨年あたりから各州でスター
トしたばかりであり、その影響についての現地の報告
はまだ入手していない。市民科の授業を構想する上で
これらのシステムがどのような使われ方をするかにつ
いては、今後注目する必要がある。
　もう一つはナショナル・テストの実施である。
ナショナル・カリキュラムに先立つ2008年から
NAPLANとよばれる全国規模の学力調査が実施され
ている（7）。これには多くの批判が現地でなされている
が、その中心は、テストがアカウンタビリティとセッ
トになっている点に向けられている。その一つの表れ
が、ACARAが運営するMy Schoolというウェブサイ
トに学力調査の結果が掲載されることである。ここに
は、テストの結果だけでなく、各学校の社会経済的な
指標も掲載される。そして、この社会経済的な指標と
照らし合わせた学力の改善状況が評価の対象となり、
補助金受給の継続につながる仕組みが存在する。そ
のため、各州政府は、NAPLANの結果を良くするた
め各学校にテスト対策を強化させようと働きかけ、そ
の結果テスト内容を基準とした授業が実施される傾向
が強まっているようである（Lingard and McGregor. 
2014）。
　以上の二つの現状は、教師の自律的な授業づくりを
妨げるものとして機能すると考えられるが、現地にお
いて、ナショナル・カリキュラムの枠組みのなかで、
パッケージ化された授業プランや学力テスト体制がど
のように教師に受け止められ、また実践が展開してい
るのかは、同様の課題に直面する日本の教育の現状を
考えるうえでも参考になると思われる。今後の現地調
査の課題としたい。

おわりに

　本論文では、教育課程が構築され、遂行されていく
際の権力関係が偏らない政治的プロセスをどうシステ
ムとして確立していくかについて、オーストラリアの
ナショナル・カリキュラムを事例として検討してきた。
オーストラリアの従来の制度では、教科及び教科内容
の設定において、連邦政府、州政府、カリキュラム・
セクションの権力関係のバランスを取る仕組みが存在
していたが、ナショナル・カリキュラムの成立ととも
に連邦政府の方針が従来の制度よりは強く教育課程に
反映可能なシステムに変更されている。それは、市民
科の教科内容に明確に反映されている。
　しかし、カリキュラム形態という点からは、学校レ
ベルで単元や授業を構想する際に特定のアプローチや
学習活動に方向付けられないような記述様式が維持さ
れている現状も見えてきた。この理由の一つには、カ
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リキュラム･ガバナンスの仕組みが連邦レベルの統制
へと変わってきたとはいえ、政権の直接介入をさせな
い仕組み（ACARAがナショナル・カリキュラムの策
定･実施･評価を担っている）が維持されており、様々
な政治的妥協を図りつつ、政策としての教育課程が打
ち出されざるを得ないという事情がある。その結果、
カリキュラムの内容上は政権の政策方針に方向付けら
れている部分はあるが、形態の部分で学校レベルの教
育課程編成と教師の授業づくりに裁量の余地を残すこ
とができている。
　本論文では、政策としての教育課程の「決め方」のみ
に焦点を当て分析を進めたが、教育課程が成立するた
めには、その政治性とともに教科内容編制の基準とし
ての科学的な真理･真実の妥当性が問題となる。個々
の教科内容自体が政治性と学問的知見との関係の中で
どのように導き出されているのか、オーストラリアの
事例をさらに詳細に調査することによって、権力関係
という点から公正･平等であると当時に、文化性や真
理性を担保した教育内容の構築の仕方を検討していく
ことが今後の課題となる。

（注）
（1） 「文部科学省組織令」（平成12年6月7日政令第251号）第八

十六条、「中央教育審議会令」（平成12年6月7日政令第280
号）第五条などに中教審の役割が規定されている。

（2） こうした動きは、オーストラリアがグローバルな経済競争
を意識し始めた1980年代末ころから活発になる。

（3） Australian Curriculum, Assessment and Reporting Authority 

Bill 2008（法文は以下のオーストラリア連邦政府のサイト
http://www.comlaw.gov.au/Details/C2008B00251: 2016.9. 
23閲覧）

（4） QLD州では、2012年から英語、数学、科学、2013年から歴
史、2014年から地理、芸術、健康と身体の教育、市民科、技
術、経済とビジネス、言語（外国語）を実施している。

（5） ナショナル・カリキュラムは､ ウェブサイトのみでの発行
となっているため、市民科カリキュラムについての記述は、
以下のサイトから引用している

  （http://www.australiancurriculum.edu.au/humanities-
and-social-sciences/civics-and-citizenship/curriculum/7-
10?layout=1）（2016.9.23確認）

（6） Scootleのサイトはhttp://www.scootle.edu.au/ec/p/home
（2016.9.23確認） 

（7） NAPLAN は The National Assessment Program-Literacy 
and Numeracyの略であり、リテラシーとニューメラシー

（数学的リテラシー）を測定している。3、5、7、9学年に対
して行われる。
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